
消費者庁の設置に伴う食品衛生法及び健康増進法の一部改正の概要

○ 食品等の表示（食品衛生法）及び特定保健用食品等（健康増進法）を消費者庁に移管。

＜公衆衛生の向上及び増進＞

○ 食品等の規格基準の設定＊
○ 有害・有毒食品等の販売禁止
○ 食品等の輸入時の監視指導・

行政処分
等

○ 基本方針の策定
○ 国民健康・栄養調査の実施

○ 食事摂取基準の策定 等

＜消費者の利益の擁護及び増進＞
移 管

厚生労働省 消費者庁

消費者委員会※

薬事・食品
衛生審議会

食品衛生法

健康増進法

都道府県等地方厚生局

＊協議等

○ 食品等の表示基準の設定＊

○ 食品等の虚偽・誇大な表示・広告の禁止

○ 食品等の表示に関する監視指導・行政処分 等

○ 特別用途表示（特定保健用食品等）の許可＊

○ 栄養表示基準の策定＊

○ 誇大表示の禁止

○ 表示違反に対する勧告・命令 等

移 管

誇大表示の禁止に係る
権限の委任

※ ＪＡＳ法等も含め、

表示を一元的に所管

食品衛生法の表示
基準策定に当たり、
意見聴取

※専門家による部会等を含む。

○ 特別用途表示の許可及び承認並びに特別用途食品の検査及び収去（第２６条、第２７条、第２８条及

び第２９条）

○ 登録試験機関の登録等（第２６条の２～第２６条の１８）

○ 栄養表示基準の策定並びにそれに違反する者に対する勧告及び命令（第３１条及び第３２条）

○ 誇大表示の禁止並びにそれに違反する者に対する勧告及び命令（第３２条の２及び第３２条の３）

１．厚生労働省から消費者庁への移管の対象となる事務

２．消費者庁から厚生労働省への協議の対象となる事務

○ 特別用途表示の許可及び承認（第２６条第５項及び第２９条第２項）

○ 特別用途食品の表示事項及び表示方法の設定（第２６条第７項及び第２９条第２項）

○ 栄養表示基準の策定（第３１条第３項）

○ 誇大表示の禁止の対象となる表示事項の設定（第３２条の２第２項）

［参考］健康増進法の規定に基づく事務の具体的な取扱い

３．厚生労働省に留保される事務

○ 食事摂取基準の策定（第３０条の２）

※ 消費者庁に移管される特別用途表示等については、現行の内容を引き継ぎつつ、内閣府令等として
新たに制定。
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の安全性を中心に審査
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○食品衛生法第１１条第１項
食品、添加物等の規格基準（告示）
特定保健用食品の安全性及び効果の

審査の手続き（告示）
○食品安全基本法第２４条第１項第１４号

食品安全委員会令第１条第１項の内
閣府令で定めるときを定める内閣府令

○健康増進法
健康増進法に規定する特別用途表示等

に係る内閣府令
○食品安全基本法第２４条第３項

必要的諮問

任意諮問（諮問を行う場合は従来と同じ）

※ 法制上は、今後の消費者庁設置後は、「任意諮問」に変更となるが、実務上は、従前の
とおり、基本的に全ての特定保健用食品について、許可前に諮問することとしている。

現行

改正後

食品安全委員会における消費者庁設置後の特定保健用食品の安全性審査




